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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次
第56期

第２四半期累計期間
第57期

第２四半期累計期間
第56期

会計期間
自 平成25年７月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年７月１日
至 平成26年12月31日

自 平成25年７月１日
至 平成26年６月30日

売上高 (千円) 3,735,167 4,039,357 10,648,013

経常利益又は経常損失（△） (千円) △144,110 △393,713 911,945

四半期純損失（△）又は当期純利益 (千円) △111,842 △266,862 394,745

持分法を適用した場合の投資利益又は
投資損失（△）

(千円) 1,756 △8,294 △97

資本金 (千円) 1,010,200 1,010,200 1,010,200

発行済株式総数 (株) 6,106,000 6,106,000 6,106,000

純資産額 (千円) 3,490,024 2,291,981 2,756,949

総資産額 (千円) 10,717,487 10,027,881 9,143,143

１株当たり四半期純損失金額（△）又
は当期純利益金額

(円) △20.17 △60.89 75.12

潜在株式調整後１株当たり四半期(当
期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 35.00

自己資本比率 (％) 32.6 22.9 30.2

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) △948,116 △1,245,474 1,180,770

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △57,329 △57,568 68,985

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 1,243,776 1,345,249 △1,365,609

現金及び現金同等物の四半期末(期末)
残高

(千円) 618,600 306,531 264,057
 

　

回次
第56期

第２四半期会計期間
第57期

第２四半期会計期間

会計期間
自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純損失金額（△） (円) △0.49 △40.40
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第56期における潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載して

おりません。

４．第56期第２四半期累計期間及び第57期第２四半期累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

５．第56期の１株当たり配当額35円には、創立55周年記念配当５円を含んでおります。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社及び当社の関係会社（非連結子会社２社及び関連会社１社）が営む事業の内

容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、政府の財政政策及び日銀の追加金融緩和政策により円安・株高が進

行したものの、消費や輸出が伸び悩み、景気の回復は想定外に鈍化しました。海外においては、米国経済が堅調に回

復する一方、欧州では政情不安などから景気が低迷し、中国でも経済成長の減速傾向が続くなど、不安定な状況とな

りました。

当社の対面業界におきましても、住宅投資や設備投資に慎重な姿勢がうかがえ、先行き不透明な状況が継続してい

ます。

このような経営環境の中において、当社は、創業理念の趣旨を堅持しつつ、より発展した理念として「大学、研究

機関と実業界をブリッジするProfessional Design & Engineering Firm」を掲げ、当社の組織に蓄積されてきた「組

織知」に加え、大学・研究機関と共同研究の中で培った「学問知」、顧客・アライアンス企業との協業の中で培った

「経験知」を融合し、生み出された「工学知（エンジニアリング）」を使って、「次世代の社会構築（デザイン）」

の促進に貢献できるよう努めてまいりました。

これらの結果、当第２四半期累計期間の業績は、売上高は40億39百万円（前年同四半期比３億４百万円増）、営業

損失は３億65百万円（前年同四半期比２億48百万円損失増）、経常損失は３億93百万円（前年同四半期比２億49百万

円損失増）、四半期純損失は２億66百万円（前年同四半期比１億55百万円損失増）となり、前年同四半期に比べ増収

減益となりました。

当社では、多くの顧客が決算期を迎える３月末から６月末にかけて、成果品の引き渡しが集中することから、第２

四半期累計期間に占める売上高の割合は低い水準となる傾向があります。当第２四半期累計期間の損失は、かかる季

節変動による影響の他、通信ネットワーク関連での要求仕様等上流工程の一部業務において採算が悪化したこと及び

外注費の増加が主な要因となっています。

 

当第２四半期累計期間の報告セグメント別の状況は、次のとおりであります。なお、当社では社内に蓄積されてい

る幾つもの要素技術と経験を顧客の課題に合わせて組み合わせ、創出された解決策をソリューションとして提供して

おります。

以下の３セグメントがシナジーを発揮することにより、より付加価値の高いサービスや製品を創出することが、当

社の事業特性となっております。各報告セグメントに関しては、「第４　経理の状況　注記事項（セグメント情報

等）Ⅱ当第２四半期累計期間（自 平成26年７月１日 至　平成26年12月31日）」もご参照ください。
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(エンジニアリングコンサルティング)

当第２四半期累計期間においては、防災・耐震関連の解析コンサルティング業務が好調に推移した一方、通信ネッ

トワーク関連での要求仕様等上流工程の一部業務において採算が悪化したことなどにより、エンジニアリングコンサ

ルティング業務における当第２四半期累計期間の売上高は13億９百万円（前年同四半期比１億24百万円増）、セグメ

ント利益（営業利益）は74百万円（前年同四半期比98百万円減）となり、受注残高は33億50百万円（前年同四半期比

２億56百万円増）となりました。

 

(システムソリューション)

当第２四半期累計期間においては、大手住宅メーカー向け構造計算システム及び住宅設備メーカー向けシステムな

どの開発業務が好調に推移したことにより、システムソリューション業務における当第２四半期累計期間の売上高は

17億14百万円（前年同四半期比１億75百万円増）、セグメント利益（営業利益）は３億16百万円（前年同四半期比87

百万円増）となり、受注残高は19億30百万円（前年同四半期比２億９百万円減）となりました。

 

(プロダクツサービス)

当第２四半期累計期間においては、製造系設計者向けＣＡＥソフト、統合型粒子法流体解析ソフト、リスク分析・

意思決定支援ソフトの販売が堅調に推移した一方、通信ネットワーク関連ソフトの販売減少などにより、プロダクツ

サービス事業における当第２四半期累計期間の売上高は10億15百万円（前年同四半期比３百万円増）、セグメント利

益（営業利益）は95百万円（前年同四半期比58百万円減）となり、受注残高は６億41百万円（前年同四半期比92百万

円減）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

(資産)

流動資産は、前事業年度末に比べて33.0％増加し、34億14百万円となりました。これは、主に受取手形及び売掛金

が２億６百万円、仕掛品が４億88百万円、その他に含まれる繰延税金資産が１億11百万円増加したことによります。

固定資産は、前事業年度末に比べて0.6％増加し、66億13百万円となりました。これは、主に投資その他の資産の

うち、その他に含まれる繰延税金資産が64百万円増加する一方、ソフトウェアが33百万円減少したことによります。

この結果、総資産は前事業年度末に比べて9.7％増加し、100億27百万円となりました。

(負債)

流動負債は、前事業年度末に比べて26.6％増加し、57億80百万円となりました。これは、主に短期借入金が15億50

百万円、前受金が２億66百万円増加する一方、未払費用が４億88百万円、その他に含まれる未払法人税等が２億１百

万円減少したことによります。

固定負債は、前事業年度末に比べて7.5％増加し、19億55百万円となりました。これは、主に退職給付引当金が２

億５百万円増加する一方、長期借入金が60百万円減少したことによります。

この結果、負債合計は前事業年度末に比べて21.1％増加し、77億35百万円となりました。

(純資産)

純資産合計は、前事業年度末に比べて16.9％減少し、22億91百万円となりました。これは、主に資本剰余金が93百

万円増加する一方、利益剰余金が５億20百万円減少したことによります。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、３億６百万円（前年同四半期比３

億12百万円減少）となりました。

　当第２四半期累計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は、以下のとおりであります。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間における営業活動による資金の減少は、12億45百万円（前年同四半期比２億97百万円の支出

増）となりました。主な要因は、資金の流入では賞与引当金の増加額１億72百万円、資金の流出では税引前四半期純

損失３億93百万円、たな卸資産の増加額４億86百万円、未払費用の減少額４億89百万円であります。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間における投資活動による資金の減少は、57百万円（前年同四半期比０百万円の支出増）とな

りました。主な要因は、有形固定資産の取得による支出23百万円、無形固定資産の取得による支出25百万円でありま

す。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間における財務活動による資金の増加は、13億45百万円（前年同四半期比１億１百万円収入

増）となりました。主な要因は、短期借入金の純増減額15億50百万円、自己株式の処分による収入２億74百万円、自

己株式の取得による支出１億89百万円であります。

 

EDINET提出書類

株式会社　構造計画研究所(E05069)

四半期報告書

 6/24



 

(4) 生産、受注及び販売の実績

①生産実績

当第２四半期累計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

エンジニアリングコンサルティング 1,297,340 131.7

システムソリューション 1,023,851 97.9

プロダクツサービス 601,873 104.4

合計 2,923,065 112.1
 

(注) １．金額は総製造費用より他勘定振替高を控除した金額によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

②受注実績

当第２四半期累計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(千円) 前年同四半期比(％) 受注残高(千円) 前年同四半期比(％)

エンジニアリングコンサルティング 2,907,001 123.6 3,350,562 108.3

システムソリューション 2,259,582 98.8 1,930,844 90.2

プロダクツサービス 830,402 94.1 641,792 87.4

合計 5,996,986 108.6 5,923,199 99.2
 

(注) １．金額は販売価額によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

③販売実績

当第２四半期累計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

エンジニアリングコンサルティング 1,309,462 110.5

システムソリューション 1,714,801 111.4

プロダクツサービス 1,015,094 100.4

合計 4,039,357 108.1
 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。

 

(6) 研究開発活動

当第２四半期累計期間の研究開発費の総額は20百万円であります。

なお、当第２四半期累計期間において当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 21,624,000

計 21,624,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,106,000 6,106,000

東京証券取引
所　　　

JASDAQ　　　　　
（スタンダード）

単元株式数は
100株であります。

計 6,106,000 6,106,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年12月31日 ― 6,106,000 ― 1,010,200 ― 252,550
 

 

(6) 【大株主の状況】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成26年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社南悠商社 東京都港区虎ノ門４－１－35 490 8.02

服　部　正　太 東京都品川区 484 7.94

構研従業員持株会
東京都中野区本町４－38－13
日本ホルスタイン会館内

418 6.86

合同会社Astiインベストメント
東京都千代田区丸の内３－１－１
東京共同会計事務所内

380 6.24

富　野　　　壽 神奈川県茅ケ崎市 209 3.44

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２－２－１ 200 3.28

有限会社構研コンサルタント 東京都品川区上大崎１－７－３ 115 1.89

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１－８－11 102 1.67

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（役員株式報酬信託口）

東京都港区浜松町２－11－３ 94 1.55

阿　部　誠　允 東京都武蔵野市 85 1.40

計 ― 2,577 42.29
 

(注) １．上記のうち、従業員持株会支援信託ＥＳＯＰ（信託受託者：日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社。

以下「ＥＳＯＰ信託」といいます。）の所有株式102千株は、信託業務に係る株式数であります。

２．上記のうち、役員株式報酬信託（信託受託者：日本マスタートラスト信託銀行株式会社。）の所有株式94千

株は、信託業務に係る株式数であります。本信託内の当社株式については、信託期間中、議決権を行使しな

いものとします。

３．上記の他、当社所有の自己株式1,504千株（24.64％）があります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式        
　　　　　

1,504,500

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式        
　　　　

4,601,000
46,010 ―

単元未満株式
普通株式

500
― ―

発行済株式総数 6,106,000 ― ―

総株主の議決権 ― 46,010 ―
 

(注)１.「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が7,800株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数78個が含まれております。

２．単元未満株式数には、当社所有の自己株式28株が含まれております。

３．上記の他、財務諸表において自己株式として認識している当社株式は197,000株であります。これは、ＥＳＯ

Ｐ信託及び役員株式報酬信託が保有する当社株式につき、会計処理上当社とＥＳＯＰ信託及び役員株式報酬信

託は一体のものであると認識し、ＥＳＯＰ信託が保有する当社株式102,100株と役員株式報酬信託が保有する

当社株式94,900株を、自己株式として計上しているためであります。なお、役員株式報酬信託が保有する当社

株式については、信託期間中、議決権を行使しないものとします。

 

② 【自己株式等】

平成26年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社構造計画研究所

東京都中野区本町4-38-13
日本ホルスタイン会館内

1,504,500 ― 1,504,500 24.64

計 ― 1,504,500 ― 1,504,500 24.64
 

（注）上記の他、財務諸表において自己株式として認識している当社株式は197,000株であります。これは、ＥＳＯＰ信

託及び役員株式報酬信託が保有する当社株式につき、会計処理上当社とＥＳＯＰ信託及び役員株式報酬信託は一

体のものであると認識し、ＥＳＯＰ信託が保有する当社株式102,100株と役員株式報酬信託が保有する当社株式

94,900株を、自己株式として計上しているためであります。なお、役員株式報酬信託が保有する当社株式につい

ては、信託期間中、議決権を行使しないものとします。　

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。

 

 

 

EDINET提出書類

株式会社　構造計画研究所(E05069)

四半期報告書

10/24



第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成26年10月１日から平成26年

12月31日まで)及び第２四半期累計期間(平成26年７月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、あらた監査法人により四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

  なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合を示すと次のとおりであります。

     ①資産基準                          0.9％

     ②売上高基準                        　―

     ③利益基準                          0.3％

     ④利益剰余金基準                  △1.1％

    ※会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年６月30日)
当第２四半期会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 264,057 306,531

  受取手形及び売掛金 1,109,575 ※  1,316,216

  半製品 4,542 2,715

  仕掛品 407,291 895,507

  前渡金 30,813 25,752

  前払費用 394,176 374,362

  その他 401,089 535,451

  貸倒引当金 △44,244 △42,042

  流動資産合計 2,567,300 3,414,495

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 1,786,616 1,760,474

   土地 3,204,351 3,204,351

   その他（純額） 128,888 129,173

   有形固定資産合計 5,119,855 5,093,999

  無形固定資産   

   ソフトウエア 350,801 316,831

   その他 12,903 12,836

   無形固定資産合計 363,704 329,668

  投資その他の資産   

   投資有価証券 93,139 117,632

   その他 1,043,488 1,116,430

   貸倒引当金 △44,344 △44,344

   投資その他の資産合計 1,092,282 1,189,718

  固定資産合計 6,575,843 6,613,386

 資産合計 9,143,143 10,027,881

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 229,176 269,087

  短期借入金 1,950,000 3,500,000

  1年内返済予定の長期借入金 182,890 120,000

  未払金 276,375 372,083

  未払費用 666,485 178,303

  前受金 702,469 969,379

  賞与引当金 － 172,265

  受注損失引当金 26,212 33,194

  その他 532,620 165,709

  流動負債合計 4,566,230 5,780,022
 

EDINET提出書類

株式会社　構造計画研究所(E05069)

四半期報告書

12/24



 

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年６月30日)
当第２四半期会計期間
(平成26年12月31日)

 固定負債   

  長期借入金 292,500 232,500

  退職給付引当金 1,419,014 1,624,774

  役員退職慰労引当金 40,000 40,000

  資産除去債務 19,617 19,803

  その他 48,831 38,798

  固定負債合計 1,819,963 1,955,877

 負債合計 6,386,193 7,735,899

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,010,200 1,010,200

  資本剰余金 1,041,464 1,134,568

  利益剰余金 2,444,876 1,924,834

  自己株式 △1,742,807 △1,796,598

  株主資本合計 2,753,734 2,273,003

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 3,215 18,977

  評価・換算差額等合計 3,215 18,977

 純資産合計 2,756,949 2,291,981

負債純資産合計 9,143,143 10,027,881
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成25年７月１日
　至 平成25年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年７月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 3,735,167 4,039,357

売上原価 2,115,303 2,441,830

売上総利益 1,619,864 1,597,527

販売費及び一般管理費 ※1  1,736,959 ※1  1,963,283

営業損失（△） △117,094 △365,755

営業外収益   

 受取利息 96 77

 受取配当金 1,026 1,266

 償却債権取立益 331 4,400

 未払配当金除斥益 1,041 635

 貸倒引当金戻入額 1,187 1,249

 その他 1,186 651

 営業外収益合計 4,869 8,280

営業外費用   

 支払利息 23,975 25,244

 その他 7,909 10,993

 営業外費用合計 31,885 36,237

経常損失（△） △144,110 △393,713

特別損失   

 投資有価証券評価損 11,950 －

 固定資産除却損 16 80

 特別損失合計 11,966 80

税引前四半期純損失（△） △156,077 △393,793

法人税、住民税及び事業税 4,531 4,531

法人税等調整額 △48,766 △131,463

法人税等合計 △44,234 △126,931

四半期純損失（△） △111,842 △266,862
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成25年７月１日
　至 平成25年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年７月１日
　至 平成26年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純損失（△） △156,077 △393,793

 減価償却費 122,049 115,311

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 47,209 57,452

 受注損失引当金の増減額（△は減少） △1,271 6,981

 賞与引当金の増減額（△は減少） 193,152 172,265

 投資有価証券評価損益（△は益） 11,950 ―

 受取利息及び受取配当金 △96 △1,344

 支払利息 23,975 25,244

 売上債権の増減額（△は増加） 135,218 60,267

 たな卸資産の増減額（△は増加） △492,574 △486,389

 仕入債務の増減額（△は減少） △50,586 58,911

 未払金の増減額（△は減少） 4,083 41,954

 未払費用の増減額（△は減少） △304,194 △489,923

 その他 △111,214 △185,328

 小計 △578,375 △1,018,389

 利息及び配当金の受取額 96 1,344

 利息の支払額 △24,450 △27,798

 法人税等の支払額 △345,386 △200,630

 営業活動によるキャッシュ・フロー △948,116 △1,245,474

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △8,741 △23,426

 無形固定資産の取得による支出 △30,572 △25,356

 その他 △18,016 △8,784

 投資活動によるキャッシュ・フロー △57,329 △57,568

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 1,700,000 1,550,000

 長期借入金の返済による支出 △399,700 △122,890

 自己株式の取得による支出 ― △189,894

 自己株式の処分による収入 67,645 274,986

 配当金の支払額 △115,556 △156,472

 リース債務の返済による支出 △8,613 △10,479

 財務活動によるキャッシュ・フロー 1,243,776 1,345,249

現金及び現金同等物に係る換算差額 △45 267

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 238,284 42,474

現金及び現金同等物の期首残高 380,316 264,057

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  618,600 ※  306,531
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(会計方針の変更等)

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込

額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に

近似した年数に基づく方法からデュレーションアプローチに基づく単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更

いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四

半期累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。

この結果、当第２四半期累計期間の期首の退職給付引当金が１億48百万円、繰延税金資産が52百万円それぞれ

増加し、利益剰余金が95百万円減少しております。なお、この変更による当第２四半期累計期間の損益に与える

影響は軽微であります。

 
（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用）

「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成

25年12月25日）を第１四半期会計期間より適用しております。

なお、当社が導入している制度は、第１四半期会計期間の期首より前に締結された信託契約によるため、それ

に係る会計処理については従来採用していた方法を継続適用しております。そのため、当第２四半期累計期間の

四半期財務諸表への影響はありません。

 

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。
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(追加情報)

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引について）

当社は、従業員への福利厚生を目的として、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っ

ております。

 

（1）取引の概要

ＥＳＯＰ信託は、従業員のインセンティブ・プランの一環として米国で普及している従業員向けの報酬制度

であるＥＳＯＰ（Employee Stock Ownership Plan）及び平成20年11月17日に経済産業省より公表された「新た

な自社株式保有スキームに関する報告書」等を参考にして構築した従業員向けの福利厚生制度です。　

当社が本持株会に加入する所員のうち、一定の要件を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信託は

信託期間中に本持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を、予め定める取得期間内に取得します。その

後、当該信託は当社株式を毎月一定日に本持株会に売却します。信託終了時に、株価の上昇等により信託収益

がある場合には、受益者要件を充足する本持株会会員に対して金銭が分配されます。株価の下落により譲渡損

失が生じ信託財産に係る債務が残る場合には、責任財産限定特約付金銭消費貸借契約の保証条項に基づき、当

社が銀行に対して一括して弁済することとなります。

 

（2）「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平

成25年12月25日）を適用しておりますが、従来採用していた方法により会計処理を行っております。

 

（3）信託が保有する自社の株式に関する事項

①信託における帳簿価額は前事業年度111,501千円、当第２四半期会計期間72,189千円であります。信託が保有

する自社の株式は株主資本において自己株式として計上しております。

②期末株式数は前第２四半期累計期間220,300株、当第２四半期累計期間102,100株であり、期中平均株式数

は、前第２四半期累計期間245,300株、当第２四半期累計期間123,850株であります。期末株式数及び期中平均

株式数は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めております。

 

（役員向け株式報酬制度の導入について）

当社は、当第２四半期会計期間より取締役（社外取締役を除く。）及び当社と委任契約を締結している執行

役員（以下「取締役等」という。）を対象に、これまで以上に当社の中長期的な業績の向上と企業価値の増大

への貢献意識を高めることを目的として、役員向け株式報酬制度を導入しております。

 

（1）取引の概要

当社が、当社株式の取得資金を拠出することにより、当社取締役等のうち一定の要件を充足する者を受益者

とする信託を設定します。当該信託は予め定める株式交付規程に基づき当社取締役等に交付すると見込まれる

数の当社株式を、当社自己株式の処分により取得します。その後、当社は、株式交付規程に従い、信託期間中

の各事業年度に取締役会で各取締役等の配分比率に応じて定められる一定額を決議し、当該信託は当該一定額

に相当する当社株式を当該事業年度の６月に無償で取締役等に交付します。当該信託により取得する当社株式

の取得資金は全額当社が拠出するため、取締役等の負担はありません。

 

（2）信託が保有する自社の株式に関する事項

①信託における帳簿価額は当第２四半期会計期間189,894千円であります。信託が保有する自社の株式は株主資

本において自己株式として計上しております。

②期末株式数は当第２四半期累計期間94,900株であり、期中平均株式数は、当第２四半期累計期間15,816株で

あります。期末株式数及び期中平均株式数は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めておりま

す。
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(四半期貸借対照表関係)

※　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

　なお、当第２四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が、四半期

会計期間末残高に含まれております。

 

 
前事業年度

(平成26年６月30日）
当第２四半期会計期間
(平成26年12月31日）

受取手形 ― 5,425千円
 

 

(四半期損益計算書関係)

　※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間

(自 平成25年７月１日
至 平成25年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年７月１日
至 平成26年12月31日)

給与手当 662,348千円 812,540千円

退職給付費用 42,773千円 41,921千円
 

 

　　２　売上高及び営業費用の季節的変動

前第２四半期累計期間（自　平成25年７月１日　至　平成25年12月31日）及び当第２四半期累計期間（自　平成

26年７月１日　至　平成26年12月31日）

当社では、多くの顧客が決算期を迎える３月末から６月末に成果品の引渡しが集中する傾向があり、またこの時

期は比較的規模の大きなプロジェクトの売上計上時期に相当するため、第２四半期累計期間の売上高及び営業費用

は、第３四半期以降と比べ少ない傾向にあります。

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。
 

 
前第２四半期累計期間

(自 平成25年７月１日
至 平成25年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年７月１日
至 平成26年12月31日)

現金及び預金 618,600千円 306,531千円

現金及び現金同等物 618,600千円 306,531千円
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第２四半期累計期間(自　平成25年７月１日　至　平成25年12月31日)

 

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年９月19日
定時株主総会

普通株式 115,821 20.00 平成25年６月30日 平成25年９月20日 利益剰余金
 

　（注）平成25年９月19日開催の定時株主総会での配当金の総額には、ＥＳＯＰ信託が保有する自社の株式に対する配

当金5,544千円が含まれております。

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

　　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間(自　平成26年７月１日　至　平成26年12月31日)

 

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年９月25日
定時株主総会

普通株式 157,730 35.00 平成26年６月30日 平成26年９月26日 利益剰余金
 

　（注）１．平成26年９月25日開催の定時株主総会での配当金の総額には、ＥＳＯＰ信託が保有する自社の株式に対す

る配当金5,519千円が含まれております。

２．１株当たり配当額には創立55周年記念配当５円が含まれております。

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

　　該当事項はありません。

 

(金融商品関係)

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日に比べ著しい変動がないため、記載を省

略しております。

 

(有価証券関係)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日に比べ著しい変動がないため、記載を省

略しております。
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(持分法損益等)

 

 
前事業年度

(平成26年６月30日)
当第２四半期会計期間
(平成26年12月31日)

関連会社に対する投資の金額
持分法を適用した場合の投資の金額

200,005千円
199,700千円

200,005千円
191,405千円

 

 

 
前第２四半期累計期間

(自 平成25年７月１日
至 平成25年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年７月１日
至 平成26年12月31日)

持分法を適用した場合の投資利益
又は投資損失（△）の金額

1,756千円 △8,294千円
 

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期累計期間(自 平成25年７月１日 至 平成25年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円）
　 報告セグメント

調整額
（注１）

四半期損益計算
書計上額(注２)

エンジニアリン
グコンサルティ

ング

システム
ソリューション

プロダクツ
サービス

計

売上高 　 　   　 　

外部顧客への売上高 1,184,694 1,539,364 1,011,109 3,735,167 ― 3,735,167

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 1,184,694 1,539,364 1,011,109 3,735,167 ― 3,735,167

セグメント利益又は
損失（△）

173,106 228,673 153,869 555,649 △672,744 △117,094
 

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△672,744千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、

主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

３．報告セグメントの変更等に関する事項

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社　構造計画研究所(E05069)

四半期報告書

20/24



 

Ⅱ 当第２四半期累計期間(自 平成26年７月１日 至 平成26年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円）
　 報告セグメント

調整額
（注１）

四半期損益計算
書計上額(注２)

エンジニアリン
グコンサルティ

ング

システム
ソリューション

プロダクツ
サービス

計

売上高 　 　   　 　

外部顧客への売上高 1,309,462 1,714,801 1,015,094 4,039,357 ― 4,039,357

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 1,309,462 1,714,801 1,015,094 4,039,357 ― 4,039,357

セグメント利益又は
損失（△）

74,408 316,032 95,425 485,867 △851,623 △365,755
 

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△851,623千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、

主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項　

会計方針の変更等に記載のとおり、第１四半期会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更したこ

とに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しております。

なお、当該変更によるセグメント利益又は損失に与える影響は軽微であります。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期累計期間

(自 平成25年７月１日
至 平成25年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年７月１日
至 平成26年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額 20円17銭 60円89銭

(算定上の基礎)   

四半期純損失金額(千円) 111,842 266,862

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失金額(千円) 111,842 266,862

普通株式の期中平均株式数(株) 5,545,772 4,382,722
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

　２．株主資本において自己株式として計上されているＥＳＯＰ信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半

期純損失の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり四半期純損失金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前第２四半期累計期

間245,300株、当第２四半期累計期間123,850株であります。

３．株主資本において自己株式として計上されている役員株式報酬信託に残存する自社の株式は、１株当たり

四半期純損失の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり四半期純損失金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、当第２四半期累計期

間15,816株であります。なお、役員向け株式報酬制度は当第２四半期会計期間より導入したため、前第２

四半期累計期間は該当ありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年２月12日

株式会社構造計画研究所

取締役会  御中

あらた監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   中　村　明　彦   　印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   岩　尾　健太郎   　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社構造計

画研究所の平成26年７月１日から平成27年６月30日までの第57期事業年度の第２四半期会計期間(平成26年10月１日から

平成26年12月31日まで)及び第２四半期累計期間(平成26年７月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社構造計画研究所の平成26年12月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

 以 上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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